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A．目的 

補装具費支給制度は、我が国における福祉用

具の公的給付において根幹を成す制度である。

同制度は、補装具を必要とする障害者にとって、

命綱と言えるほど重要なものである。しかしな

がら、これまでに制度運用上の課題がいくつか

指摘されている。厚生労働省の平成 24年度障害

者総合福祉推進事業によるテクノエイド協会の

調査では、複数の課題が指摘されており、また、

平成 26年度の補装具評価検討会においてはこれ

ら課題について議論された。より効果的・効率
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的な制度運用に向けて、現在、これらに対応で

きるような制度の見直しが求められている。 

 本研究では、限られた財源の中での効率的か

つ効果的な制度の運用を目指し、補装具の利用

者や、その支給に携わる者、また供給に関わる

事業者らにとって、よりわかりやすい義肢や車

椅子等の適切な種目構造等の整理・明確化を行

うとともに、それに対応した基準額の設定や調

査方法等のあり方を提案することを目的とした。

そして、その目的達成のために、（１）種目構

造の整理、（２）価格に関する根拠データ調査・

設定手法の確立、の２つの課題を設定した。 

 

Ｂ．方法 

Ｂ-１．種目構造に関する調査研究 

種目構造グループでは、各分野における課題

等について、各種の統計資料の精査やアンケー

ト調査、インタビュー調査等を実施して情報収

集を行った。また、義肢装具分野では、機能区

分による部品の整理を行った。さらに、海外の

給付制度の状況について、フランスと中国を中

心に情報を収集した。 

 

Ｂ-１-１．姿勢保持分野に関する調査研究 

本研究において昨年度に実施した市区町村担

当者を対象とした調査の結果を受け、いくつか

の種目をまとめて整理すること、児のみ対応の

わかりにくさ等について、支給および運用の現

場に近い立場からの意見を収集することを目的

とした。姿勢保持関連補装具の支給に多く関わ

る首都圏 4施設、および、地方 5施設の計 9施

設において、現場に関与する職員計 13名を対象

として、インタビュー調査を実施した。得られ

た回答内容を整理・分析して、制度見直しに向

けて検討すべき課題に関する情報を得た。 

 

Ｂ-１-２．視覚障害分野に関する調査研究 

視覚障害関連補装具費支給判定現場の実態把

握と問題点の整理を行うことを目的に、実際に

視覚障害の判定業務に携わっている福祉職から

聞き取り調査を行った。また、班全体として行

った補装具費支給制度における種目構造のあり

方に関する調査で用いた調査票の中に、特に眼

科医からの質問が多いコンタクトレンズ申請と

都道府県によって交付に違いがある遮光眼鏡に

ついての設問を加え、情報の収集を行った。 

 

Ｂ-１-３．聴覚障害分野に関する調査研究 

昨年度、市町村の補装具支給決定担当者を

対象に補装具に関する課題の調査アンケート

調査を行って問題点を確認した結果、自由記

載にデジタル方式補聴補助システムに対する

指摘を多く認めた。今年度は、デジタル方式

補聴補助システムの実態とその問題点を明らか

にすることを目的に、意思伝達装置、視覚関連

補装具とともに聴覚関連補装具についての設問

を設定した郵送法によるアンケート調査を実施

した。調査項目としては、デジタル方式補聴補

助システムおよびFM方式補聴補助システムの新

規申請者数と交付者数、その年齢による内訳と

して 18歳以上と 18歳未満、補聴器に対する交

付と人工内耳に対する交付、デジタル方式と FM

方式の交付割合などを取り上げた。 

 

Ｂ-１-４．意思伝達装置に関する調査研究 

この数年、パーソナルコンピュータをはじめ

とする情報技術の発展により、意思伝達装置に

おいても、告示の基準にないが、同等の効果を

もたらす機器等の開発・販売も行われ、その取

扱いが既製品と異なる場合があり、各地で統一

的な対応がとられていないことが危惧される。

そのため、望ましい基準の設定にむけて、種目

構造上の問題点の抽出および整理と明確化を目

的に、統計資料による支給実態調査、市区町村

および身体障害者更生相談所等での対応状況の

照会調査を行って、次年度にまとめる新しい種

目構造の候補案作成の基礎資料としての論点整

理を行った。 

 

Ｂ-１-５．義肢装具分野に関する調査研究 



 

 

平成 26年度完成用部品データを基にまとめら

れた完成用部品一覧の機能区分案を、平成 27年

度、平成 28年度の通知情報に合わせそれぞれの

変更内容を更新した。確認する内容は、品番変

更、価格変更、削除、新規取り入れ部品であっ

た。新規取り入れ部品については、カタログな

どの情報を基に、機能分類の枠に当てはめ、平

成 28年度完成用部品一覧の骨格構造義足部品の

機能区分表をまとめた。 

 

Ｂ-１-６．外国等の関連制度に関する調査研究 

補装具費支給制度のような福祉用具の公的給

付制度は、世界各国で存在し、それぞれの状況

に応じた制度が構築され、運用されている。本

研究では、現行の補装具費支給制度の種目構造

を見直すにあたり、海外の給付制度の状況を把

握することを目的とした。 

インターネット上の情報検索および、フラン

スについては現地での情報収集をもとに、福祉

用具の公的給付制度に関する調査を実施した。

給付制度では、日常生活の利用を想定したもの

や、教育に資する制度、雇用に資する制度など

があるが、今回は、補装具費支給制度への還元

を念頭におき、日常生活での利用を想定した制

度に着目した。 

 

Ｂ-２．基準額設定に関する調査研究 

Ｂ-２-１．補装具価格根拠に関する調査研究 

本研究の目的は、研究の立場から、補装具価

格改定の際参考となる基礎データの仕様、なら

びに収集にかかるプロトコルを開発し、財源面・

供給に携わる事業者の経営面の双方において、

持続可能な補装具供給制度の構築に資すること

にあった。 

現行制度の枠内で妥当な価格のための価格根

拠を提示するには、素材費、作業人件費ならび

にそれらに対応する係数の根拠データを用意す

る必要がある。本研究では、前回補装具価格の

検討が行われた平成27年度価格改訂の際その一

部が参考とされた、義肢・装具・座位保持装置

価格根拠調査のうち、素材費にかかる素材単価、

作業人件費にかかる時間当たり人件費単価なら

びに収支に関する調査票をベースに、関連協会

からの調査内容および回答の容易さ・正確さを

向上するための意見等を集約し、これを踏まえ

新プロトコルで用いるために調査票の改訂・追

加に取り組んだ。 

 

Ｂ-２-２．骨格構造義足完成用部品の機能区分

基本機能等各属性価格に関する調査研究 

本研究の目的は、義肢における完成用部品の

選択に際し部品の比較検討の基礎となる情報の

うち、特に機能と価格に関する情報を提供する

ことにより、持続的で、適切な補装具選択環境

構築に資することであった。 

価格推定の元データとして、基本的には骨格

構造義足完成用部品機能区分の平成 28年度版

（機能区分数 145、対象部品数 1211）を用いた

（本総括・分担研究報告書所収「骨格構造義足

完成用部品の機能区分の整備」（担当研究分担

者 山﨑伸也））。ただし、平成 28年度新規収

載部品については、機能区分分類に関する部品

供給事業者への確認がまだできておらず、また

主な材料、付加機能、メーカー推奨適応身体機

能レベルの情報の表示のある部品も一部に限ら

れることから、今回機能区分表に追加された 2

つの新たな機能区分に属する部品（P2040305に

1品目、P3050104に 2品目の計 3品目）以外の

ものを除いた 。最終的な分析対象部品数は 1148

であった。 

 

Ｃ．結果と各課題に関する考察 

Ｃ-１．種目構造に関する調査研究 

Ｃ-１-１．姿勢保持分野に関する調査研究 

昨年度に実施した市区町村担当者に比べ、専

門職では種目構造のわかりにくさに対する指摘

は少なかった。小児、特に未就学児の領域では、

利用者の成長発達を促すため、さらに多くの補

装具が必要であるとの意見があった。その他、

種目とは異なるが、最も多く聞かれた意見とし



 

 

ては、種目そのものよりも、むしろ、現場が力

を注いでいる試用による評価や使用方法の検討、

メンテナンス、フォローアップといった導入・

運用面にかかる費用の手当ての必要性に関する

ものが多く認められた。次年度に予定する専門

家委員会では、これらの調査結果を踏まえて、

より全体的な視点からの検討が必要であると考

えられた。 

 

Ｃ-１-２．視覚障害分野に関する調査研究 

視覚障害関連補装具費支給決定には、問題が

ないのではなく、補装具全体でみた件数が少な

いため、問題が挙がってきにくいという特徴が

あった。また、困った時に問題をクリアにでき

るシステムがはっきりしておらず、何かしらの

対策が必要だと考えられた。 

コンタクトレンズに関しては、耐用年数が実

状に合わない設定になっており、何かしらの検

討が必要だと考えられた。難病（特に円錐角膜）

と補装具の考え方が十分普及していない可能性

が高く、実状を更に明確にし、理解普及に努め

る必要があると考えられた。視野障害のみの場

合における遮光眼鏡の解釈を現状に合う形に再

見直しできる可能性があった。 

 

Ｃ-１-３．聴覚障害分野に関する調査研究 

デジタル方式補聴補助システムを実際に交付

しているのは全体の約 20％で、年間の交付台数

は全国で約 400台という結果が得られた。また

近年、18歳未満を対象とするものが増加してい

ることが判明し、教育現場で主に使われている

実態が明らかとなった。特例補装具であるこの

システムは人工内耳装用者に支給されているが、

交付台数は補聴器への交付台数の 30-40％から

約 50％へ増加している結果が得られた。従来か

らのFM方式補聴システムを交付している自治体

は全体の約 20％で、FM方式の交付数はデジタル

方式の交付数の約 60％にとどまり、デジタル方

式が主流となりつつある現状が明らかとなった。 

 

Ｃ-１-４．意思伝達装置に関する調査研究 

福祉行政報告例のデータからは、平成 27（2015）

年度では 34件（5.6％）以上を占めることが推

測された。加えて、市区町村および身更相への

照会調査から、同じ装置であっても基準内の装

置とみなして支給いていることが、この他にも

相当数確認された。しかしながら、一体型の専

用機器より安価になる視線検出装置を取り付け

たＰＣの支給も増加しており、基準額の設定の

みならず、専用機器としての構造の在り方につ

いて再考が求められていると言える。このよう

な状況の対応について、いくつかの改正試案へ

の賛同を身更相ならびに東京都特別区・中核市

の所管課に対する照会調査では、提示した案で

は大多数の支持が得られたものはなかった。そ

のため、次年度に予定する専門家委員会では、

上位２案についての課題についてさらなる検討

が必要と考えられた。 

 

Ｃ-１-５．義肢装具分野に関する調査研究 

平成 27年度および平成 28年度時点での骨格

構造義足用部品に関する新規申請および変更・

削除を踏まえ、新規掲載部品の機能区分への取

り入れ時の機能は、カタログを参考に同等と思

われえる収載部品と比較し適当を思われる枠へ

入れた。活動レベルについても、メーカーがカ

タログ等で示す適応活動レベルを転記したため、

記載のないものについては、空白のとしてまと

めた。データに情報が反映されている情報かを

確認し、データの修正を行った。変更について

は修正、削除については一覧から除外し、新規

申請分については、それぞれの部品が持つ機能

について収載部品の機能と照らし合わせて、機

能区分に割り当て機能区分案を纏めた。 

 

Ｃ-１-６．外国等の関連制度に関する調査研究 

フランスの給付制度では、生活の自立を中心

に据えた福祉用具の給付が実施されており、幅

広い範囲で用具の利用が実現していることがわ

かった。給付にあたっては、日本よりもより詳



 

 

細な用具の分類に基づいたリストが作成されて

おり、用具の仕様や価格（もしくは上限額）が

規定され、きめ細かい制度となっている事がわ

かった。また一方で、リストに掲載されていな

い福祉用具の給付も行われており、柔軟な対応

も実施されていることがうかがわれた。 

中国では、障害者連合が主導して全国規模の

給付体制が構築され、急速に福祉用具の普及が

進んでいる事がわかった。 

 

Ｃ-２．基準額設定に関する調査研究 

Ｃ-２-１．補装具価格根拠に関する調査研究 

義肢・装具・座位保持装置について製作事業

者団体からのコメントを踏まえ、研究担当者が

これを検討し、現時点では次の点を調査票改訂

の主な論点と捉えた。素材単価に関しては、ま

ず対象素材の一部見直しが必要であり、調査票

としては凡ての調査対象素材を一様に提示する

よりも、対象補装具種目を示したほうが回答者

にとって解りやすい。人件費単価に関しては、

作業時間の実測に基づく記入方法を検討する必

要があり、さらに職種分類の見直し、諸手当の

記載方法等、検討課題が明確となった。また、

実態把握以外の方法に基づく人件費単価案とし

て、業者が適当と考える給与の調査や、他の周

辺職種の給与調査などが必要である。収支に関

しては、事業所の採算が、どのように成り立っ

ているのか客観的に解りやすくするため、収益

面について補装具種目・制度（障害福祉、医療

等）別の売上情報を得られるようにしていく必

要があることなどが考えられた。 

 

Ｃ-２-２．骨格構造義足完成用部品の機能区分

基本機能等各属性価格に関する調査研究 

骨格構造義足に着目し、当該補装具用の完成

用部品を対象に機能区分を踏まえた部品価格の

ちらばりの状況を確認し、部品の基本機能、そ

の他の属性（主な材料、付加機能、メーカー推

奨適応身体機能レベル）毎の推定価格を算出し

た。部品価格はその部品の属する機能区分やメ

ーカー推奨適応身体機能レベルに強く影響され

ることが示された。ただし、現状、属性の相違

を考慮しても、なお価格のちらばりがある可能

性があることがわかった。また、部品の機能・

性質をより解りやすく示し、それらを踏まえた

価格評価を容易にするためには、機能区分表に

示されている属性表示の更なる整理が必要であ

ると考えられた。具体的には、（１）主な材料

と付加機能の関係を検討する、（２）付加機能

のうち、ある程度一般性があり、複数の部品が

持つと考えられるものについて、当該情報の表

示基準を整理する、（３）メーカー推奨適応対

象身体機能レベル表示方法の統一を図る、など

が想定された。 

 

Ｄ．考察 

技術の進歩に伴い、種々の新たな補装具が開

発、実用化が進んでいく中で、補装具費支給制

度も定期的に見直しを行うなどして時々の状況

に対応していかなければならない。今年度、種

目構造に関しては、各分野の課題について調査

を実施したが、障害者総合支援法の対象拡大に

伴い含まれるようになった難病に必要な補装具、

現場で導入が進むデジタル方式補聴補助システ

ムなど、新たに対応が必要なものについても取

り上げて調査を行った。結果、現場の状況の一

端を垣間見ることのできるデータが得られ、今

後の制度見直しに向けた貴重な資料となり得る

と考えられる。しかしながら、本研究では方法

論上の限界もいくつかあり、将来的には、より

詳細な調査の実施が期待される。フランス、中

国等、海外の類似制度に関する情報も含め、こ

こまでの調査研究によって得られた情報を元に、

来年度、専門家委員会において慎重に検討を進

める予定である。 

価格設定については、価格根拠を把握するた

めの調査内容の検討を行い、また、近年高機能・

高価格化が進んでいる骨格構造義足を対象に、

機能区分表の記載情報に基づいて、機能区分を

踏まえた部品価格のちらばりの状況を確認し、



 

 

部品の基本機能、その他の属性毎の推定価格の

算出を行った。価格根拠把握のための調査票作

成は継続して進めており、次年度、実際の調査

を行う予定である。機能区分に基づく価格設定

については、属性毎の推定価格提示によって部

品価格が機能性質に見合ったものであるかがわ

かりやすくなり、価格設定の参考となるととも

に、今後の完成用部品制度を考えるうえでも重

要な資料となり得ると考えられる。日本義肢協

会・日本車椅子シーティング協会等との意見交

換を更に進め、引き続き、検討を続けていく。 

 

Ｅ. 結論 

 我が国における福祉用具の公的給付において

根幹を成す補装具費支給制度に関して、その効

率的・効果的運用を目指し、種目の構造と基準

額設定のあり方に関する調査研究を、昨年度に

引き続いて実施した。本年度は、昨年度の調査

で得られた課題等に関して、さらに焦点を絞っ

た調査を実施し、今後の課題解決に向けた情報

を得ることができた。これらの成果をふまえ、

次年度は専門家委員会による検討等を行い、補

装具費支給制度の種目構造、基準額設定等の制

度の見直し提案の作成に取り組む予定である。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

 なし 

２．学会発表 

・白銀暁：補装具費支給制度における姿勢保持

関連補装具の種目構造上の課題 -市区町村担当

者を対象としたアンケート調査から-．第 32回

日本義肢装具学会学術大会，2016年 10月 

 

Ｇ．知的財産権に出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 

 


